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介護現場における人材確保への対応について 
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介護事業者を取り巻く環境の変化  

人口減少（生産年齢人口減少）への対応 

～ 介護人材の確保の観点から ～ 

 
 

【 課題認識 】 
 

○2025年以降、「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が変化していく  
○全産業的な労働力不足の中、介護分野の人材確保はさらに困難になると予想される 
○「働き方改革」に基づく労務管理の厳格化も、介護人材が不足している中にあっては、 
  厳しい対応を迫られることとなる 
○「１億総活躍社会」の下では、期待される介護人材として、女性、高齢者、外国人人材の 
  就労促進を進める必要がある 
○介護職員の個々のスキルの向上と「OJT」の標準化が、ますます重要となる 

○介護人材の確保と育成に向けては多方面からの複合的な支援が重要となる 
   （武蔵野市の取組事例の紹介） 
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2040年頃を展望した社会保障改革の新たな局面と課題 
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823万人 
<12.5%> 

医療・福祉 

～ ～ 

（万人） 

5,650万人程度 

1. 現役世代の人口が急減する中での社会の 

活力維持向上 

⇒ 高齢者をはじめとして多様な就労・社会参

加を促進し、社会全体の活力を維持してい

く基盤として、2040年までに３年以上健康

寿命を延伸することを目指す。 

2. 労働力の制約が強まる中での医療・介護

サービスの確保 

⇒ テクノロジーの活用等により、2040年時

点において必要とされるサービスが適切に

確保される水準の医療・介護サービスの生

産性※の向上を目指す。 

《2040年までの人口構造の変化》 

《新たな局面に対応した政策課題》 

（資料）  就業者数について、2018年は内閣府「経済見通しと経済財政運営の基

本的態度」、2025年以降は、独立行政法人労働政策研究・研修機構「平成27年 

労働力需給の推計」の性・年齢別の就業率と国立社会保障・人口問題研究所

「日本の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）を用いて機

械的に算出。医療・福祉の就業者数は、医療・介護サービスの年齢別の利用状

況（2025年）をもとに、人口構造の変化を加味して求めた将来の医療・介護

サービスの需要から厚生労働省において推計（暫定値）。 

※ サービス産出に要するマンパワー投入量。 

※ 医療分野：ICT、AI、ロボットの活用で業務代替が可能と考え
られるものが5%程度（「医師の勤務実態及び働き方の意向等に
関する調査」結果から抽出） 

※ 介護分野：特別養護老人ホームでは、平均では入所者2人に対
し介護職員等が1人程度の配置となっているが、ICT等の活用に
より2.7人に対し1人程度の配置で運営を行っている施設あり。 

6,350万人程度 

6,580万人 

901 

《就業者数の推移》 

（万人） 

人口構造の推移を見ると、2025年以降、 
「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が変化。 

2025年以降の現役世代の人口の急減という 
新たな局面における課題への対応が必要。 

2,180 

3,677 3,921 

+2.7% 

+142.0% 

+66.8% 
+6.6% 

8,638 

▲17.0% ▲16.6% 

高齢者人口 
の急増 

高齢者人口 
の増加が 
緩やかに 

生産年齢 
人口の減少

が加速 15歳～64歳 

65歳～74歳 

75歳以上 

団塊の世代が 
全て65歳以上に 

団塊の世代が 
全て75歳以上に 

団塊ジュニアが 
全て65歳以上に 

＜65歳以上人口＞ 

＜15歳～64歳人口＞ 

2,239 

7,170 

（万人） 

5,978 

6,000 

930万人程度 
<15%程度> 
【暫定】 

1,060万人程度 
<19%程度> 
【暫定】 

（資料）総務省「国勢調査」「人口推計」（2015年まで）、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）（2016年以降） 

2,204 

  

 国民的な議論の下、 

 これまで進めてきた給付と負担の見直し

等による社会保障の持続可能性の確保も

図りつつ、 

 以下の新たな局面に対応した政策課題を

踏まえて、総合的に改革を推進。 

 

25年間 15年間 

25年間 15年間 

平成30年4月12日 

経済財政諮問会議 

加藤勝信臨時議員提出資料 
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（注１） 「計画ベース」は、地域医療構想に基づく2025年度までの病床機能の分化・連携の推進、第3期医療費適正化計画による2023年度までの外来医療費の適正化効果、第7期介護保険事業計画による2025年度までのサービス量の見込みを基礎として計算し、それ以降の期間については、当該時
点の年齢階級別の受療率等を基に機械的に計算。なお、介護保険事業計画において、地域医療構想の実現に向けたサービス基盤の整備については、例えば医療療養病床から介護保険施設等への転換分など、現段階で見通すことが困難な要素があることに留意する必要がある。 

（注２）医療福祉分野における就業者の見通しについては、①医療・介護分野の就業者数については、それぞれの需要の変化に応じて就業者数が変化すると仮定して就業者数を計算。②その他の福祉分野を含めた医療福祉分野全体の就業者数については、医療・介護分野の就業者数の変化率を用
いて機械的に計算。③医療福祉分野の短時間雇用者の比率等の雇用形態別の状況等については、現状のまま推移すると仮定して計算。 

（注３）需要低下と生産性向上については、これまでの受療率等の傾向や今後の寿命の伸び等を考慮し、高齢期において、医療の受療率が2.5歳分程度、介護の認定率が１歳分程度低下した場合、 ICT等の活用に関する調査研究や先進事例等を踏まえ、医療・介護の生産性が各５％程度向上する
など、医療福祉分野における就業者数全体で５％程度の効率化が達成された場合の試算。 

（注４）労働力の需給推計については、 （独）労働政策研究・研修機構が行ったものであり、労働力需要に加え、労働力供給も勘案した「医療・福祉」の就業者数の見通し。 

（注５）「需要面から推計した医療福祉分野の就業者数」における就業者数全体については、（独）労働政策研究・研修機構「平成27年労働力需給の推計」における性・年齢階級別の人口に対する就業者の割合（就業者割合）を、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」
（出生中位（死亡中位））の推計値に適用して推計。労働力需給の将来の就業者割合については、2020年、2030年の値が示されており、2025年度については、2020年と2030年の値の平均を使用、2040年度については、2030年の値を使用している。従って、2030年以降、性・年齢階級別の就
業者割合を固定した計算となっている。 

 ※ ［ ］内は就業者数全体に対する割合。 

309 322 328 293 

334 
406 

505 
438 

180 

203 

233 
204 

計画ベース 計画ベース 計画ベース 需要低下と 

生産性向上 

労働力の 

需給推計 

2040年度 2025年度 2018年度 

823 
[12.5%] 

931 
[14.7%] 

1,065 
[18.8%] 

935 
[16.5%] 

医 療 

介 護 

その他の福祉 

（万人） 

2040年度 

経済成長と労働参
加が進むケース 

労働力需要に加え、労働力供給も 
勘案した「医療・福祉」の就業者数 
（雇用政策研究会 平成31年１月15日） 

974 
[16.2%] 

需要面から推計した医療福祉分野の就業者数 
（2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）（内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省 平成30年５月21日) ） 

医療福祉全体 

【就業者数全体 6,580万人】 【就業者数全体 6,353万人】 【就業者数全体 5,654万人】 

・ 高齢者の受療率や要介

護認定率が低下 

・ 医療や介護の労働投入

当たりのサービス量で見

た生産性が5%程度向上 

すると仮定。 

【就業者数全体 6,024万人】 
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医療福祉分野の就業者数の見通し 



２０１６年度
（平成２８年度）

第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について

２０２０年度
（平成３２年度）

２０２５年度
（平成３７年度）

○ 第７期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護人材の需要を見ると、２０

２０年度末には約２１６万人、２０２５年度末には約２４５万人が必要。

○ ２０１６年度の約１９０万人に加え、２０２０年度末までに約２６万人、２０２５年度末までに約５５万人、年間

６万人程度の介護人材を確保する必要がある。

※ 介護人材数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員数に、介護予防・日常生活支援総合事業の

うち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数を加えたもの。

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、④介護

職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

注１）需要見込み（約216万人・245万人）については、市町村により第７期介護保険事業計画に位置付けられたサービス見込み量（総合事業を含む）等に基づく

都道府県による推計値を集計したもの。

注２）2016年度の約190万人は、「介護サービス施設・事業所調査」の介護職員数（回収率等による補正後）に、総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相

当するサービスに従事する介護職員数（推計値：約6.6万人）を加えたもの。

約
26
万
人

第７期計画期間（2018～2020） 第８期計画期間（2021～2023） 第９期計画期間（2024～2026）

約１９０万人

約２１６万人
（需要）

約２４５万人
（需要）

約
55
万
人

～～ ～～

別紙１

厚生労働省 2018/5/21公表 
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「女性」の就業の拡大について 
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女性 



①共働き世帯・片働き世帯の推移 
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②女性の年齢階級別労働力率の推移 ③年齢階級別女性の就業率の推移 

女性 
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「高齢者」の就業の拡大について 
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高齢者 
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高齢者 
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「外国人介護人材受入れ」の拡大について 
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外国人人材 
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外国人人材 



15 ⑥特定技能   平成３０年改正  ＊詳細はこれから 

外国人人材 



【
特
定
活
動
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
】 

※【 】内は在留資格 

技能水準・日本語能力水準
を試験等で確認し入国 

受入れ 
の流れ 

・家族（配偶者・子）の帯同が可能 
・在留期間更新の回数制限なし 

（注１） 

介護福祉士候補者として入国 

〈就労コース〉 〈就学コース〉 

（フィリピン、ベトナム） 

介護福祉士として業務従事 

介護福祉士 
養成施設 
（２年以上） 

外国人留学生 
として入国 

介護福祉士資格取得（登録） 

〈養成施設ルート〉 

技能実習生等 
として入国 

〈実務経験ルート〉 

介護福祉士として業務従事 

介護施設等で 
就労・研修 
（３年以上） 

（注１） 

※法務省令を改正予定 

帰国 

実習実施者（介護施設等）の 
下で実習（最大５年間） 

※実習の各段階で技能評価試験
を受検 

受検（入国１年後） 
【
技
能
実
習
】 

本国での技能等の活用 

帰国 

介護福祉士国家試験 

【
介
護
】 

介護施設等で就労 
（通算５年間） 

【
特
定
技
能
１
号
】 

【
留
学
】 

制度 
趣旨 

EPA（経済連携協定） 
（インドネシア・フィリピン 

・ベトナム） 

在留資格「介護」 
（H29．９／１～） 

本国への技能移転 
専門的・技術的分野の 

外国人の受入れ 
二国間の経済連携の強化 

技能実習 
（H29．11／１～） 

人手不足対応のための一定の専門
性・技能を有する外国人の受入れ 

特定技能１号 
（Ｈ31．４／１～） 

外国人介護人材受入れの仕組み 

介護施設等で 
就労・研修 
（３年以上） 

介護福祉士国家試験 

介護福祉士 
養成施設 
（２年以上） 

（注1）平成29年度より、養成施設卒業者も国家試験合格が必要となった。ただし、平成33年度までの卒業者には卒業後5年間の経過措置が設けられている。 

（注2）「新しい経済対策パッケージ」（平成29年12月8日閣議決定）において、「介護分野における技能実習や留学中の資格外活動による３年以上の実務経験に加え、実務者研修を

受講し、介護福祉士の国家試験に合格した外国人に在留資格を認めること」とされており、現在、法務省において法務省令の改正に向けて準備中。 

介護福祉士資格取得（登録） 

（注２） 

 
受検（入国５年後） 

 

 
受検（入国３年後） 

 

（３年以上） 

外国人人材 



【参考】介護技能実習評価試験の仕組み 
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介護技能実習評価試験の位置付け 

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（以下、「技能実習
法」）」（第８条第２項６号） 
 
 

  
「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則」（第６条） 
 

（別表第一） 

職種 作業 試験 試験実施者 

介護 介護 介護技能実習評価試験 一般社団法人シルバーサービス振興会 

技能実習の目標は主務省令で指定する試験に合格すること 

技能実習法第８条第２項６号の主務省令で指定する試験は、別表第一のとおり
とされた 

合格！ 

  身体上または精神上の障害があることにより、日常生活を営むのに支障がある人に対し、
入浴や排泄、食事などの身体上の介助やこれに関連する業務をいう。  

介護業務の定義 

① 試験の構成について 

18 



介護技能実習評価試験 受検（必須） 受検（任意） 

第１号修了時（初級試験） 実技試験・学科試験 

第２号修了時（専門級試験） 実技試験 学科試験 

第３号修了時（上級試験） 実技試験 学科試験 

介護技能実習評価試験の内容 

「介護業務を支える能力・考え方等」、「身体介
護業務」、「身体介護以外の支援」、「使用する
用品等」、「安全衛生業務」の知識を問う（試験
問題は技能実習生が理解できる程度の平易な
日本語を使用） 

日本語能力試験など 

第１号技能実習から第２号技能実習へ
の移行を希望する場合、 
日本語能力試験N3 
又は、日本語能力試験との対応関係
が明確にされている日本語能力を評価
する試験（例「J.TEST実用日本語検
定」「日本語NAT－TEST 」）N３相
当が必須 

介護技能実習評価試験と日本語能力試験等の両試験に合格することが必要 

シルバーサービス振興会が実施 

実技試験： 技能実習生が利用者に対して行う身体介護業
務および安全衛生業務を試験評価者が評価 

学科試験： 

技能実習の区分と介護技能実習評価試験 
 

 第１号技能実習から第２号技能実習へ、第２号技能実習から第3号技能実習へそれぞれ移行するため
には、技能実習生本人が介護技能実習評価試験に合格していることが必要となる。また第３号技能実習
修了時には、上級試験の受検が必要となる。 
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【取組事例①  厚生労働省】 
 
 

「医療・福祉サービス改革プラン」について 

 
 
 



労働力制約が強まる中での医療・福祉サービスの確保に向けて 
（医療・福祉サービス改革プラン） 

○ 2025年以降、現役世代（担い手）の減少が一層進むことが見込まれる中で、「ロボット・AI・ICT等の実用化推進、

データヘルス改革」、「タスクシフティングを担う人材の育成、シニア人材の活用推進」、 
「組織マネジメント改革」、「経営の大規模化・協働化」の４つの改革を通じて、 
生産性の向上を図ることにより、必要かつ適切な医療・福祉サービスが確実に提供される現場を実現する。 

  

 
        ロボット、AI、ICT等の実用化推進、      

      データヘルス改革 
組織マネジメント改革 

        タスクシフティングを担う人材の育成、 
        シニア人材の活用推進 

経営の大規模化・協働化 

 2040年に向けたロボット・AI等の実用化構想の検討 

 データヘルス改革に関し、2020年度までの事業の着実な実
施とそれ以降の絵姿（医療情報の標準化、全国的な保健医療
情報ネットワーク等）・工程表の策定 

 介護施設における業務フローの分析・仕分けを基に、 
①介護助手、②介護ロボット（センサーを含む）、 
③ＩＣＴの活用等を組み合わせた業務効率化のモデル 
事業を今年度中に開始。効果を検証の上、全国に普及 

 オンラインでの服薬指導を含めた医療の充実    等 

 業務分担の見直し等による、①効率的・機能的なチーム医
療を促進するための人材育成、②介護施設における専門職
と介護助手等の業務分担の推進 

 介護・看護・保育等の分野において、介護助手等としてシニ
ア層を活かす方策、医療分野における専門職を支える人材育
成等の在り方の検討           等 

 医療法人、社会福祉法人それぞれの経営統合、 

運営共同化、多角化方策の検討 

 医療法人と社会福祉法人の連携方策の検討   等 

 

 

 医療機関の経営管理や労務管理を担う人材の育成 

 福祉分野における、業務フローの分析を踏まえた、 

業務の負担軽減と効率化に向けたガイドライン 

（生産性向上ガイドライン）の作成・普及・改善 

 現場の効率化に向けた工夫を促す報酬制度への見直し（実

績評価の導入など） 

 文書量削減に向けた取組、事業者の報酬改定対応 

コストの削減の検討              等 
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総合的な介護人材確保対策（主な取組） 
これまでの主な対策 

（実績）月額平均５．３万円相当の改善 
 

月額平均１万円の改善（29年度～） 
月額平均1.3万円の改善（27年度～） 
月額平均0.6万円の改善（24年度～） 
月額平均2.4万円の改善（21年度～） 

○ 介護福祉士を目指す学生への修学資金
貸付 

○ いったん仕事を離れた介護人材への再就
職準備金貸付（人材確保が特に困難な地域
では貸付額を倍増） 

○ 介護ロボット・ＩＣＴの活用推進 
○ 介護施設・事業所内の保育施設の設置・
運営の支援 

○ キャリアアップのための研修受講負担軽減
や代替職員の確保支援 

◎ ２０１９年１０月の消費税率の引き上げに伴
い、更なる処遇改善を実施予定 

○ 学生やその保護者、進路指導担当者等へ
の介護の仕事の理解促進   

◎ 中高年齢者等の介護未経験者に対する入
門的研修を創設し、研修受講後のマッチン
グまでを一体的に支援 

◎ 介護福祉士養成施設における人材確保の
取組を支援 

◎ 介護ロボットの導入支援や生産性向上のガ
イドラインの作成など、介護ロボット・ＩＣＴ活用
推進の加速化 

◎ 認証評価制度の普及に向けたガイドライン
の策定 

◎ 介護を知るための体験型イベントの開催

（介護職の魅力などの向上） 

介護職員の 
処遇改善 

多様な人材 
の確保・育成 

離職防止 
定着促進 
生産性向上 

介護職 
の魅力向上 

今後、さらに講じる主な対策 

外国人材の受
入れ環境整備 

○ 在留資格「介護」の創設に伴う介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学生等の支援（介護
福祉士修学資金の貸付推進、日常生活面での相談支援等） 
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・ロボット技術を用いて介助
者のパワーアシストを行う
装着型の機器 

・ロボット技術を用いて介助者
による抱え上げ動作のパ
ワーアシストを行う非装着
型の機器 

・高齢者等の外出をサポート
し、荷物等を安全に運搬でき
るロボット技術を用いた歩行
支援機器 

・排泄物の処理にロボット技術
を用いた設置位置調節可能
なトイレ 

・介護施設において使用する、
センサーや外部通信機能を
備えたロボット技術を用いた
機器のプラットフォーム 

・高齢者等の屋内移動や立
ち座りをサポートし、特にト
イレへの往復やトイレ内で
の姿勢保持を支援するロ
ボット技術を用いた歩行支
援機器 

・在宅介護において使用する、
転倒検知センサーや外部通
信機能を備えたロボット技術
を用いた機器のプラットフォー
ム 

・高齢者等の外出をサポート
し、転倒予防や歩行等を補
助するロボット技術を用いた
装着型の移動支援機器 

・ロボット技術を用いて排泄を
予測し、的確なタイミングでト
イレへ誘導する機器 

・ロボット技術を用いてトイレ内
での下衣の着脱等の排泄の
一連の動作を支援する機器 

・高齢者等とのコミュニケー
ションにロボット技術を用い
た生活支援機器 

・ロボット技術を用いて、見守
り、移動支援、排泄支援をは
じめとする介護業務に伴う情
報を収集・蓄積し、それを基
に、高齢者等の必要な支援
に活用することを可能とする
機器 

移乗支援 移動支援 見守り・ 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

排泄支援 入浴支援 

○非装着 ○屋内  ○在宅 

○動作支援 

○装着  ○排泄物処理  ○屋外 ○施設 

介護業務支援 
○トイレ誘導 

○装着 
イメージ図（ニーズ・シーズ
連携協調協議会報告書より
転載） 

イメージ図（ニーズ・シーズ連
携 
協調協議会報告書より転載） 

イメージ図（ニーズ・シーズ
連携協調協議会報告書より
転載） 

危ないので 
動かないで 
ください 

○生活支援 

・ロボット技術を用いて浴槽に
出入りする際の一連の動作
を支援する機器 

  民間企業・研究機関等 ＜経産省中心＞ 
 

 
 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 

○日本の高度な水準の工学技術を活用し、高齢者や介護現場
の具体的なニーズを踏まえた機器の開発支援 

 介護現場 ＜厚労省中心＞ 
 

 
 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 

○開発の早い段階から、現場のニーズの伝達や試作機器につ
いて介護現場での実証(モニター調査・評価) 

モニター調査の
依頼等 

試作機器の
評価等 

介護ロボットの開発支援について 

○経済産業省と厚生労働省において、重点的に開発支援する分野を特定（平成２５年度から開発支援） 
○平成29年10月に重点分野を改訂し、赤字箇所を追加 

開発重点分野 



 
 
○ 国（民間団体等への委託を想定） 
 
 
 
 
  

介護事業所における生産性向上推進事業 

平成30年度補正予算（案）  ４６０，０５６千円 

○ 「新しい経済政策パッケージ」では、「2020 年までの３年間を生産性革命・集中投資期間とし、あ
らゆる施策を総動員することと」とされている。また、「骨太の方針2018」では「人手不足の中での
サービス確保に向けた医療・介護等の分野における生産性向上を図るための取組を進める」こととされ
ている。介護分野の生産性向上を図ることが喫緊の課題となっているため、国として早急に具体的な改
善方策を提示し、介護現場での実践につなげていく必要があることから、介護事業者が自ら取り組むた
めの環境整備を加速化する。 

１ 目 的 

○モデルとなる事業所において職員配置の見直し、業務プロセスの構築、介護ロボット・ICTの活用を
通じた具体的取組を展開し、効果的な改善手法をモデル事業所を活用するなどにより全国に普及する。 

※モデル事業の成果は、平成３１年度に作成するガイドライン（第２弾）にも反映 

２ 事業内容 

国 
民間 
事業者 

３ 実施主体 

ＩＣＴ化 

【介護事業所における業務改善等の視点】 

業務プロセス構築 

職員配置の見直し 

介護ロボットの活用 

作成文書の見直し 
など 
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○ 国（民間団体等への委託を想定） 
 
 
 
 
  

介護事業所における生産性向上推進事業 

平成31年度予算（案）  ４．４億円【推進枠】（３．２億円） 

○ 「新しい経済政策パッケージ」では、「2020 年までの３年間を生産性革命・集中投資期間とし、あ
らゆる施策を総動員することと」とされている。また、「骨太の方針2018」では「人手不足の中での
サービス確保に向けた医療・介護等の分野における生産性向上を図るための取組を進める」こととされ
ており、上記目標達成に向け、本事業により介護分野における生産性向上を推進する。 

１ 目 的 

（１）生産性向上に向けた介護事業所の取組を促進 

   ・WEBを活用した自己点検を通じて、生産性向上ガイドライン（平成30年度作成）を参考に業務プロ 
    セス等の改善に向けた介護事業所の取組を促進 

（２）モデルとなる事業所において経営効率化等に向けた具体的取組を展開し、アウトカムを測定 

（３）上記（２）のアウトカムを踏まえ、生産性向上ガイドラインに反映 

（４）上記（２）の効果的な取組・手法を事業者団体等を通じて全国で普及し現場での実践につなげる 

２ 事業内容 

国 
民間 
事業者 

３ 実施主体 

※平成30年度補正予算（案） ４．６億円   

ＩＣＴ化 

【介護事業所における業務改善等の視点】 

業務プロセス構築 

職員配置の見直し 

介護ロボットの活用 

作成文書の見直し 
など 

個々の視点
において、ア
ウトカムを測
定し、経営の
効率化につ
なげる 
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国
・
自
治
体
が
求
め
る
帳
票
等
 

事
業
所
が
独
自
に
 

作
成
す
る
文
書
 

○H30老健事業により以下実施中 

・自治体・事業者へのアンケート・ヒアリ
ングをふまえた削除文書や項目の洗い出し 

・削減影響検証及び削減に向けた提言 

１．指定申請関連文書 

２．報酬請求関連文書 

○国が求める帳票の削減項目の検討 

・削減可能項目の洗い出し（昨秋） 

・自治体へのアンケート（12月～1月） 

○省令改正（6月29日公布、10月施行） 

○様式例の変更・周知（9月） 

○H30老健事業による更なる効率化検討 

３．指導監査関連文書 

○H30老健事業により以下実施中 

・自治体へのヒアリングをふまえた項目
の標準化、様式整備 

・モニタリング調査の実施 

○通知発出等 

（5～6月） 

必
要
に
応
じ
更
な
る
見
直
し 

○H29老健事業により以下実施済み 

・自治体が実地指導にて求める文書
の実態把握 

・文書量削減の方向性の提言 

○省令改正 

○通知発出等 

（5～6月） 

～2017年度【実施済】 2018年度 2019年度 2020年代初頭 

○事業所における実態把握等 

・訪問、通所介護事業所、ケアマネ事業
所等における文書の種類、負担感等を
調査 

・訪問、通所事業所を対象に、ICT導入
前後の書類作成時間等の効果を検証 

○ 生産性向上ガイドラインの作成・普及 

 

介護事業所における業務改善に向けた
取組み（作成文書の見直し、ＩＣＴ化
等）を支援するため、生産性向上ガイ
ドラインを作成し、横展開を図る。 

○ガイドラインの横展開 

「行政が求める帳票

等の文書量の半減」

を実現 

文書量半減の取組（介護分野） 

※ 障害福祉分野においても、指定申請・報酬請求・指導監査関連文書について、介護分野の調査結果や事業主団体へのヒアリングを踏ま
え、同様のスケジュールで見直しを進めている。 

※ 保育分野では、保育所の給付事務に係る請求書様式の標準化等を検討中。 
26 
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【取組事例②  関係団体】 
 

「介護キャリア段位制度」における 
介護職員の個々のスキルの向上と「OJT」の標準化 

 
 
→ 「介護キャリア段位制度」の施行状況について 
 
→「期首評価」データの解析に基づく、現場スキルの「可視化」の結果 
 にみる「OJTの標準化」の必要性について 
  
 



アセッサーの養成状況（30年度まで）① ～総数～ 

28 

◎サービス種別ごとの評価者数（主なものの内訳） 

（24年度は被災3県で実施、25年度から全国を対象に実施） 

24年度養成 25年度養成 26年度養成 27年度養成 28年度養成 29年度養成 30年度養成 

22,758 326 3,003 4,488 4,046 4,691 3,607 2,597 

◎事業所・施設の所在地ごとの評価者数（主なものの内訳） 

◎アセッサー総数  ⇒ 全47都道府県で養成 

特養 老健 訪問介護 通所介護 通所リハ 
短期入所 
生活介護 

特定施設 
グループ
ホーム 

小規模 
多機能 

5,638 4,497 2,801 2,948 500 353 1,119 1,292 559 

北海道 宮城県 福島県 茨城県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 長野県 

916 437 448 457 713 776 3,592 1,091 550 

岐阜県 静岡県 愛知県 大阪府 兵庫県 岡山県 広島県 福岡県 鹿児島県 

778 476 854 1,361 846 586 1,016 824 421 

平成30年度末現在で、アセッサー講習修了者数は全47都道府県で22,758名と全都道府県に在席。 
その内、東京都内のアセッサー数は３，５９２人（全体の１５.８％）。 

アセッサー数 
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アセッサーの養成状況（30年度まで）② ～サービス種別～ 
○アセッサーが所属する事業所・施設をサービス種別に見ると、介護老人福祉施設・介護老人保健施設・訪問
介護・通所介護が７割超となっている。 

 ただし、他のサービス種別の事業所・施設でも広くアセッサーが誕生している。 

サービス種別アセッサー数については、 
人事異動・退職等により変動が生じることがある。 
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アセッサーの養成状況（30年度まで）③ ～都道府県別状況～ 
○大都市圏を中心にアセッサー数は多くなっている。また、評価者（アセッサー）講習を開催した都道府県やそ
の周辺地域でのアセッサー数も多い傾向にある。 

事業所・施設の所在地ごとのアセッサー数 



レベル認定者数  

■ レベル認定取得者  推移（累計） 

平成31年４月２５日現在、計５，２８８名のレベル認定者が誕生 

31 

レベル別推移（年度） レベル別推移（単月）

年度

合計

　レベル2①

　レベル2②

　レベル3

　レベル4

　ユニット

※4月、8月、1月はレベル認定委員会開催なし

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
合計

年度 平成30年度
累計

4,003 合計 145 144 57

10月 11月 12月 2月 3月

14 414 938 1,198 1,439

月 5月 6月 7月 8月 9月

46 52 1,885

3 125 220 319 442 1,109 　レベル2②

22 72 37 77 57

5,288

4 131 382 441 474 1,432 　レベル2① 45 45

224 95 181 115 161 163

832 　レベル3 35 31 17

50 22 53 53 1,496

5 87 183 230 327

44 43 15 78 29

23 22 772

0 4 5 6 7 22 　ユニット

3 23 12 18 20

1,109

2 67 148 202 189 608 　レベル4 20 23

51 17 35 16 39 36

1 0 0 0 26

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

1 2 0 0 0

0

300

600

900
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1500

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
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■ 法人種別 （31年4月25日現在）  

■ 介護サービス種別 （31年4月25日現在）  

レベル認定者属性 

（参考）レベル認定者のわかるレベル 

わかるレベル 必要とされる知識 人数 

レベル４ 介護福祉士 3,254 
レベル３ 介護福祉士養成課程又は実務者研修修了（介護職員基礎研修修了でも可）  664 
レベル２ 介護職員初任者研修修了（ホームヘルパー２級研修又は１級研修修了を含む） 1,370 

社会福祉法人

（社協以外）

社会福祉法人

（社協）
医療法人 社団・財団 営利法人

140 32 177 5,2882,072 63 1,490 106 1,114 94

特定非営利

活動法人
生協・農協 地方公共団体 その他法人 合計

通所リハビリテー

ション

短期入所

生活介護

短期入所

療養介護

小規模多機能

居宅介護

特定施設入居者

生活介護

有料老人

ホーム

介護老人

福祉施設

介護老人

保健施設

介護療養型

医療施設
訪問介護 訪問入浴介護 通所介護

看護小規模多機

能型居宅介護

回復期リハビリテーショ

ン病棟

居宅介護支援事

業所
法人本部 その他 合計

認知症対応型

共同生活介護

認知症対応型

通所介護

地域密着特定施設

入居者生活介護

地域密着介護老人

福祉施設入所者生活

定期巡回・随時対応

訪問介護看護

夜間対応型

訪問介護

152 108 3 118 279 361,324 1,320 75 644 3 646

21 38 9 26 47 5,288273 72 9 68 17 0



■ 都道府県別 認定取得者数 （31年4月25日現在）  
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平成31年4月25日現在のレベル認定者数は、全国47都道府県の累計で５，２８８人、 
その内東京都は累計１，４７７人と全体の３割（27.4％）近くを占めている。 

1,477 
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島
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県

和

歌

山

県

鳥

取

県

島

根

県

岡

山

県

広
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県

山

口

県

徳

島

県

香

川

県

愛

媛

県

高

知

県

福

岡

県

佐

賀

県

長

崎

県

熊

本

県

大

分

県

宮

崎

県

鹿

児

島

県

沖

縄

県

166 88 79 69 35 66 55 75 91 59 92 110 1477 151 51 66 42 84 7 119 177 110 194 50 11 46 244 171 55 68 117 5 107 289 69 10 28 81 20 119 8 42 76 72 45 72 20

合計

5,288

1440
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評価者（アセッサー）による指導を通じた 
ＯＪＴ育成サイクル 

介護キャリア段位制度を活用したOJT 
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期首評価分析（取得資格比較） 

■取得資格別 できていない率            10%～19%    20%～29％    30%～39％    40%～49％    50%以上                        

評価項目 
初任者研修 実務者者研修 介護福祉士 

大項目 中項目 小項目 

Ⅰ.基本介護技術の評価 

1.入浴介助 

1 入浴前の確認ができる 13.5% 8.2% 5.3% 

2 衣服の着脱ができる 14.4% 6.9% 6.5% 

3 洗体ができる 18.2% 9.9% 7.2% 

4 清拭ができる 33.7% 15.2% 10.2% 

2.食事介助 

1 食事前の準備を行うことができる 16.3% 8.0% 6.3% 

2 食事介助ができる 20.6% 12.2% 9.6% 

3 口腔ケアができる 23.9% 12.4% 8.8% 

3.排泄介助 

1 排泄の準備を行うことができる 10.4% 6.4% 4.1% 

2 トイレ（ポータブルトイレ）での排泄介助ができる 21.4% 10.9% 9.1% 

3 おむつ交換を行うことができる 21.6% 9.0% 7.5% 

4.移乗・移動・体位変換 

1 起居の介助ができる 16.7% 8.0% 6.1% 

2 一部介助が必要な利用者の車いすへの移乗ができる 22.7% 12.3% 10.7% 

3 全介助が必要な利用者の車いすへの移乗ができる 30.5% 15.7% 12.2% 

4 杖歩行の介助ができる 27.0% 14.1% 11.3% 

5 体位変換ができる 26.4% 11.2% 8.2% 

5.状況の変化に応じた対応 

1 咳やむせこみに対応ができる 29.1% 13.1% 8.7% 

2 便・尿の異常に対応ができる 38.3% 20.9% 12.9% 

3 皮膚の異常に対応ができる 41.1% 21.7% 14.2% 

4 認知症の方がいつもと違う行動を行った場合に対応できる 49.9% 32.0% 21.6% 

Ⅱ.利用者視点での評価 

1.利用者家族とのコミュニ
ケーション 

1 相談・苦情対応ができる 54.7% 36.6% 26.1% 

2 利用者特性に応じたコミュニケーションができる 28.9% 17.3% 11.6% 

2.介護過程の展開 

1 利用者に関する情報を収集できる 37.5% 16.7% 11.9% 

2 個別介護計画を立案できる 77.7% 43.2% 32.3% 

3 個別介護計画に基づく支援の実践・モニタリングができる 67.9% 34.9% 26.2% 

4 個別介護計画の評価ができる 72.9% 40.9% 30.6% 

3.感染症対策・衛生管理 
1 感染症予防対策ができる 33.6% 19.0% 12.7% 

2 感染症発生時に対応できる 50.4% 29.0% 18.4% 

4.事故発生防止 

1 ヒヤリハットの視点を持っている 28.4% 16.5% 10.8% 

2 事故発生時の対応ができる 40.0% 23.6% 13.3% 

3 事故報告書を作成できる 40.2% 22.5% 13.2% 

5.身体拘束廃止 
1 身体拘束廃止に向けた対応ができる 55.2% 31.8% 21.8% 

2 身体拘束を行わざるを得ない場合の手続ができる 82.1% 59.4% 45.3% 

6.終末期ケア 
1 終末期の利用者や家族の状況を把握できる 65.9% 41.8% 30.7% 

2 終末期に医療機関または医療職との連携ができる 75.0% 46.1% 36.5% 

Ⅲ.地域包括ケアシステム＆
リーダーシップ 

1.地域包括ケアシステム 

1 地域内の社会資源との情報共有 86.6% 78.9% 58.6% 

2 地域内の社会資源との業務協力 86.9% 81.2% 63.7% 

3 地域内の関係職種との交流 85.5% 79.5% 59.6% 

4 地域包括ケアの管理業務 94.9% 91.6% 77.2% 

2.リーダーシップ 

1 現場で適切な技術指導ができる 77.0% 53.6% 33.9% 

2 部下の業務支援を適切に行っている 77.0% 57.3% 36.4% 

3 評価者として適切に評価できる 83.6% 70.1% 45.5% 

出典：平成２９年度老健事業「ＯＪＴを通じた介護職員の人材育成に関する調査研究事業」報告書（一般社団法人シルバーサービス振興会） 
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期首評価分析（初任者研修） 

■項目毎経験年数別 できていない率         10%～19%    20%～29％    30%～39％    40%～49％    50%以上                        

評価項目 経験年数 

大項目 中項目 小項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 

Ⅰ.基本介護技術
の評価 

1.入浴介助 

1 入浴前の確認ができる 19.4  13.7  14.3  9.1  10.7  11.3  14.3  13.3  9.3  10.2  13.5  8.6  9.4  10.7  7.3  5.6  33.3  0.0  0.0  0.0  

2 衣服の着脱ができる 20.3  16.9  14.8  18.1  8.3  7.0  11.4  14.7  5.6  9.3  13.5  5.7  6.3  0.0  9.8  0.0  0.0  25.0  0.0  0.0  

3 洗体ができる 25.3  20.1  17.8  19.8  11.2  10.4  15.7  13.3  18.5  14.4  16.2  14.3  9.4  10.7  14.6  0.0  0.0  33.3  0.0  8.3  

4 清拭ができる 52.7  39.6  34.2  28.4  24.7  15.8  19.1  27.0  30.2  23.7  29.7  14.7  12.5  0.0  19.5  0.0  33.3  16.7  0.0  0.0  

2.食事介助 

1 食事前の準備を行うことができる 19.3  18.8  19.1  12.4  17.9  11.3  17.1  17.1  11.1  12.2  5.4  14.7  9.4  7.1  4.9  5.6  0.0  16.7  0.0  0.0  

2 食事介助ができる 27.1  25.5  21.2  18.6  19.5  8.6  15.7  15.8  13.0  12.4  21.6  17.6  12.5  10.7  12.2  11.1  33.3  16.7  0.0  0.0  

3 口腔ケアができる 33.8  29.2  23.8  23.7  21.9  13.9  17.1  20.3  16.7  10.3  18.9  8.6  9.4  14.3  7.3  5.6  33.3  25.0  0.0  0.0  

3.排泄介助 

1 排泄の準備を行うことができる 12.3  11.8  11.3  12.3  8.9  7.8  15.7  10.5  7.4  3.1  0.0  5.7  9.4  0.0  9.8  5.6  33.3  8.3  0.0  8.3  

2 トイレ（ポータブルトイレ）での排泄介助ができる 28.5  27.0  25.2  19.1  13.7  12.2  17.4  20.0  11.1  13.4  13.5  14.3  9.4  0.0  5.0  11.1  0.0  25.0  0.0  9.1  

3 おむつ交換を行うことができる 32.8  24.5  24.3  13.0  15.2  13.2  19.1  21.6  11.1  16.5  16.2  8.6  6.5  0.0  12.2  5.6  0.0  25.0  0.0  9.1  

4.移乗・移動・
体位変換 

1 起居の介助ができる 22.5  21.5  17.8  19.1  10.1  15.7  14.3  10.7  11.1  7.2  5.4  2.9  9.4  0.0  10.0  0.0  33.3  8.3  0.0  0.0  

2 一部介助が必要な利用者の車いすへの移乗ができる 29.4  30.1  25.1  23.0  16.1  12.1  24.6  10.7  13.0  14.7  13.9  14.3  15.6  3.7  5.0  0.0  0.0  25.0  0.0  0.0  

3 全介助が必要な利用者の車いすへの移乗ができる 39.6  37.1  34.5  28.2  23.7  20.7  28.6  25.0  20.4  14.4  16.2  17.1  16.1  7.1  12.5  17.6  33.3  25.0  0.0  18.2  

4 杖歩行の介助ができる 37.4  31.6  28.0  23.6  21.1  17.5  22.1  26.4  19.6  15.8  11.8  14.3  9.7  11.1  25.0  6.3  0.0  27.3  0.0  9.1  

5 体位変換ができる 38.3  32.1  27.8  21.0  22.8  17.1  21.4  20.3  14.8  15.6  16.2  8.6  9.4  3.6  10.0  0.0  33.3  16.7  20.0  9.1  

5.状況の変化に
応じた対応 

1 咳やむせこみに対応ができる 44.4  35.1  29.0  22.9  22.3  15.6  28.6  23.6  18.8  17.2  25.9  12.5  20.0  16.7  11.1  16.7  0.0  11.1  0.0  16.7  

2 便・尿の異常に対応ができる 59.6  40.7  37.5  36.0  35.9  26.0  28.6  29.1  12.5  25.0  37.0  25.0  20.0  22.2  21.4  7.7  0.0  22.2  0.0  0.0  

3 皮膚の異常に対応ができる 62.9  46.7  40.4  36.4  33.3  22.4  31.0  37.5  15.6  25.0  37.0  33.3  26.3  22.2  25.0  15.4  0.0  22.2  0.0  16.7  

4 認知症の方がいつもと違う行動を行った場合に対応できる 67.8  59.2  52.4  41.0  46.2  38.7  47.6  26.8  28.1  33.3  28.6  37.5  25.0  11.1  39.3  15.4  33.3  44.4  33.3  50.0  

Ⅱ.利用者視点で
の評価 

1.利用者家族と
のコミュニケー
ション 

1 相談・苦情対応ができる 73.2  62.8  53.7  50.0  52.7  40.7  59.1  37.5  39.4  38.1  34.5  43.5  31.6  25.0  48.3  14.3  33.3  33.3  33.3  25.0  

2 利用者特性に応じたコミュニケーションができる 41.9  35.3  29.4  31.2  21.5  18.3  24.4  17.9  21.2  15.9  10.3  17.4  16.7  5.0  20.7  7.1  33.3  22.2  0.0  12.5  

2.介護過程の展
開 

1 利用者に関する情報を収集できる 52.1  39.4  40.5  39.0  33.8  17.5  29.2  22.6  25.0  23.5  30.8  38.5  27.3  16.7  20.0  14.3  50.0  25.0  0.0  0.0  

2 個別介護計画を立案できる 90.6  79.4  79.3  78.3  69.1  64.1  75.0  71.0  75.0  62.5  84.6  61.5  45.5  66.7  60.0  85.7  100.0  50.0  50.0  80.0  

3 個別介護計画に基づく支援の実践・モニタリングができる 87.1  73.1  63.6  69.9  56.8  43.6  58.3  64.5  50.0  56.3  69.2  53.8  45.5  50.0  30.0  71.4  100.0  75.0  50.0  80.0  

4 個別介護計画の評価ができる 87.1  78.7  71.3  78.3  66.7  41.0  70.8  67.7  65.0  56.3  69.2  61.5  45.5  66.7  40.0  71.4  100.0  75.0  0.0  60.0  

3.感染症対策・
衛生管理 

1 感染症予防対策ができる 47.4  38.9  31.5  34.1  30.2  21.3  28.6  24.6  24.2  19.0  21.4  31.8  10.5  19.0  21.4  14.3  0.0  66.7  33.3  12.5  

2 感染症発生時に対応できる 71.5  60.7  50.7  40.6  45.4  31.3  48.8  39.3  27.3  40.3  35.7  36.4  5.3  23.8  25.0  21.4  33.3  66.7  0.0  12.5  

4.事故発生防止 

1 ヒヤリハットの視点を持っている 38.6  31.9  28.7  28.3  24.6  15.0  39.0  21.1  15.2  15.9  21.4  26.1  22.2  25.0  14.3  7.7  33.3  33.3  0.0  14.3  

2 事故発生時の対応ができる 62.4  42.3  40.0  33.3  32.3  23.8  39.0  31.6  30.3  24.6  42.9  18.2  15.8  20.0  35.7  7.7  33.3  44.4  0.0  28.6  

3 事故報告書を作成できる 56.6  39.0  33.3  40.2  41.3  20.0  36.0  42.1  33.3  32.5  31.3  30.8  18.2  33.3  43.8  28.6  50.0  75.0  50.0  50.0  

5.身体拘束廃止 
1 身体拘束廃止に向けた対応ができる 74.7  54.7  56.8  52.4  46.3  34.2  47.8  43.8  52.6  46.9  46.2  46.2  27.3  50.0  30.0  66.7  50.0  50.0  50.0  25.0  

2 身体拘束を行わざるを得ない場合の手続ができる 92.0  86.0  81.0  90.2  76.9  73.7  78.3  75.0  78.9  59.4  76.9  69.2  45.5  66.7  60.0  83.3  100.0  75.0  100.0  50.0  

6.終末期ケア 
1 終末期の利用者や家族の状況を把握できる 84.9  75.4  69.7  62.5  57.0  53.8  65.2  50.0  25.0  32.3  61.5  53.8  36.4  50.0  0.0  33.3  100.0  50.0  50.0  0.0  

2 終末期に医療機関または医療職との連携ができる 90.7  82.9  76.0  76.3  63.3  61.5  56.5  71.0  45.0  51.6  69.2  61.5  45.5  50.0  55.6  83.3  100.0  75.0  50.0  33.3  

Ⅲ.地域包括ケア
システム＆リー
ダーシップ 

1.地域包括ケア
システム 

1 地域内の社会資源との情報共有 94.5  87.2  86.5  91.5  81.9  79.4  81.0  89.3  72.2  82.1  63.6  75.0  70.0  80.0  100.0  40.0  100.0  75.0  100.0  66.7  

2 地域内の社会資源との業務協力 94.5  89.1  88.7  95.8  80.6  78.8  76.2  85.7  66.7  82.1  63.6  75.0  60.0  60.0  77.8  80.0  100.0  75.0  100.0  66.7  

3 地域内の関係職種との交流 93.9  89.1  85.0  91.5  75.0  75.8  81.0  82.1  88.9  78.6  72.7  66.7  70.0  60.0  77.8  60.0  100.0  75.0  100.0  66.7  

4 地域包括ケアの管理業務 97.6  97.4  94.7  100.0  91.5  97.0  90.5  92.9  94.4  88.9  72.7  75.0  90.0  60.0  100.0  80.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

2.リーダーシッ
プ 

1 現場で適切な技術指導ができる 91.6  84.6  72.9  79.5  69.4  61.8  76.2  60.7  66.7  66.7  63.6  58.3  40.0  80.0  55.6  40.0  50.0  75.0  50.0  66.7  

2 部下の業務支援を適切に行っている 90.4  82.1  75.8  74.0  72.2  52.9  81.0  67.9  72.2  70.4  54.5  58.3  50.0  60.0  44.4  60.0  50.0  100.0  100.0  100.0  

3 評価者として適切に評価できる 93.3  89.7  79.7  85.9  80.3  76.5  81.0  75.0  77.8  74.1  63.6  75.0  55.6  80.0  55.6  80.0  50.0  75.0  50.0  66.7  

該当人数 468 432 377 176 169 115 70 75 54 98 37 35 32 28 41 18 3 12 5 12 

出典：平成２９年度老健事業「ＯＪＴを通じた介護職員の人材育成に関する調査研究事業」報告書（一般社団法人シルバーサービス振興会） 
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期首評価分析（実務者研修） 

■項目毎経験年数別 できていない率         10%～19%    20%～29％    30%～39％    40%～49％    50%以上                        

評価項目 経験年数 

大項目 中項目 小項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 

Ⅰ.基本介護技術
の評価 

1.入浴介助 

1 入浴前の確認ができる 12.4  17.2  13.6  8.9  3.2  6.6  7.1  5.7  6.6  6.8  5.7  0.0  7.5  0.0  9.5  3.4  0.0  5.3  0.0  14.3  

2 衣服の着脱ができる 8.2  13.1  9.4  9.0  7.1  5.5  7.1  6.8  6.6  1.0  3.8  0.0  7.4  10.0  4.8  0.0  5.0  5.3  0.0  9.5  

3 洗体ができる 22.7  15.2  11.3  13.4  7.1  6.6  7.1  5.7  10.5  3.9  7.5  5.2  7.5  10.0  7.1  10.3  5.0  0.0  0.0  19.0  

4 清拭ができる 34.0  28.9  22.7  18.6  12.2  4.5  18.6  9.1  10.5  5.8  7.5  8.6  13.2  12.5  4.8  6.9  5.3  0.0  0.0  14.3  

2.食事介助 

1 食事前の準備を行うことができる 19.2  11.2  5.7  12.7  4.8  7.7  10.0  5.7  6.6  5.8  3.8  3.4  7.5  5.0  9.5  3.3  5.0  0.0  8.3  9.5  

2 食事介助ができる 29.3  15.3  16.2  11.5  9.5  7.8  7.2  11.4  10.5  6.8  5.7  6.9  11.3  10.0  11.9  6.7  15.0  5.3  0.0  23.8  

3 口腔ケアができる 23.7  23.5  18.2  12.7  8.7  7.7  15.7  9.1  3.9  4.9  3.8  3.4  11.3  20.0  11.9  0.0  15.0  5.3  0.0  23.8  

3.排泄介助 

1 排泄の準備を行うことができる 14.0  12.2  7.5  6.4  4.8  6.6  7.1  5.7  5.3  4.9  1.9  1.7  3.7  5.0  7.1  0.0  5.0  0.0  0.0  4.8  

2 トイレ（ポータブルトイレ）での排泄介助ができる 17.0  17.5  16.8  11.5  10.4  9.9  11.4  6.8  7.9  2.9  9.4  5.2  7.5  10.0  7.1  0.0  10.0  5.3  0.0  23.8  

3 おむつ交換を行うことができる 23.8  18.4  13.6  7.7  6.5  7.8  5.7  4.5  4.0  3.9  5.7  3.4  7.4  2.5  4.8  0.0  20.0  10.5  0.0  4.8  

4.移乗・移動・
体位変換 

1 起居の介助ができる 18.8  14.4  9.4  10.2  4.8  6.6  5.8  4.5  7.9  7.0  3.8  5.2  5.6  2.5  4.8  6.7  5.0  5.3  0.0  4.8  

2 一部介助が必要な利用者の車いすへの移乗ができる 23.0  17.5  17.8  15.3  12.0  6.7  10.0  8.0  14.5  3.0  9.6  5.2  11.1  5.1  11.9  3.4  20.0  0.0  0.0  14.3  

3 全介助が必要な利用者の車いすへの移乗ができる 28.3  22.7  24.2  17.9  12.8  9.9  14.3  15.9  13.2  8.8  9.4  3.4  7.4  10.0  17.1  3.4  20.0  10.5  0.0  19.0  

4 杖歩行の介助ができる 29.6  20.2  19.4  20.4  11.3  8.9  7.2  8.0  9.2  8.0  5.9  8.6  7.7  15.4  16.7  3.4  15.0  5.3  0.0  21.1  

5 体位変換ができる 20.8  21.6  14.6  16.0  12.8  7.8  4.3  9.2  5.3  3.9  7.5  6.9  7.4  10.0  4.8  0.0  5.0  5.3  16.7  9.5  

5.状況の変化に
応じた対応 

1 咳やむせこみに対応ができる 32.4  26.5  22.9  14.3  15.0  9.0  8.7  6.0  6.9  4.1  2.0  3.6  8.0  2.8  12.5  3.7  5.3  15.8  9.1  14.3  

2 便・尿の異常に対応ができる 49.3  31.7  28.7  24.1  25.8  18.0  21.7  11.9  11.1  11.3  17.6  3.6  12.0  5.6  17.5  22.2  5.3  10.5  18.2  20.0  

3 皮膚の異常に対応ができる 52.1  35.8  30.3  25.4  25.0  20.2  18.8  11.9  12.5  12.2  13.7  5.4  14.0  8.3  15.0  22.2  5.3  10.5  18.2  15.0  

4 認知症の方がいつもと違う行動を行った場合に対応できる 62.5  42.0  48.4  41.1  30.8  21.3  24.6  29.8  30.6  23.5  13.7  19.6  18.4  16.7  20.0  18.5  21.1  15.8  9.1  20.0  

Ⅱ.利用者視点で
の評価 

1.利用者家族と
のコミュニケー
ション 

1 相談・苦情対応ができる 60.3  46.4  49.7  46.0  44.6  32.6  25.0  35.7  36.1  22.4  17.6  22.8  22.0  32.4  30.8  14.3  21.1  26.3  8.3  19.0  

2 利用者特性に応じたコミュニケーションができる 32.0  24.7  26.1  25.2  21.5  13.5  13.2  13.1  18.1  6.1  3.9  12.3  9.8  5.4  10.0  14.3  10.5  5.3  8.3  4.8  

2.介護過程の展
開 

1 利用者に関する情報を収集できる 30.6  25.4  28.8  21.9  12.8  15.1  15.2  11.4  14.7  6.7  6.3  12.7  14.0  14.3  20.0  0.0  5.6  5.6  0.0  15.0  

2 個別介護計画を立案できる 68.3  57.1  56.9  49.2  46.4  43.5  34.8  45.6  32.8  37.5  18.8  36.4  30.0  32.4  37.5  33.3  33.3  27.8  16.7  30.0  

3 個別介護計画に基づく支援の実践・モニタリングができる 54.1  47.9  49.7  41.4  42.7  31.4  27.3  35.4  23.9  28.4  20.8  23.6  20.0  20.0  30.0  25.9  22.2  22.2  8.3  25.0  

4 個別介護計画の評価ができる 66.7  54.3  60.8  40.6  48.2  36.0  31.8  38.0  29.4  34.1  20.8  34.0  32.0  31.4  27.5  44.4  33.3  27.8  16.7  20.0  

3.感染症対策・
衛生管理 

1 感染症予防対策ができる 28.9  32.9  26.6  22.3  20.8  12.2  13.0  7.2  16.7  9.3  11.8  16.1  14.0  24.3  10.0  19.2  10.5  10.5  9.1  38.1  

2 感染症発生時に対応できる 61.1  52.9  38.6  33.8  30.0  15.6  33.3  21.7  26.4  15.5  11.8  17.9  22.0  18.9  20.5  15.4  15.8  15.8  9.1  20.0  

4.事故発生防止 

1 ヒヤリハットの視点を持っている 40.0  21.2  20.9  23.0  24.0  11.1  7.2  11.0  13.9  3.1  5.9  10.5  15.7  13.5  12.8  22.2  10.5  0.0  0.0  14.3  

2 事故発生時の対応ができる 52.7  46.4  29.8  30.2  24.8  13.3  13.2  15.9  21.4  12.4  13.7  12.3  16.0  18.9  18.4  14.8  10.5  10.5  8.3  23.8  

3 事故報告書を作成できる 47.5  37.5  28.1  20.3  25.4  14.8  17.9  20.5  20.3  14.9  14.6  18.2  18.0  11.4  21.1  14.8  38.9  5.6  0.0  31.6  

5.身体拘束廃止 
1 身体拘束廃止に向けた対応ができる 61.0  44.3  47.0  41.3  29.4  22.1  29.7  26.9  22.4  19.8  25.5  29.1  28.0  14.3  21.6  19.2  11.1  22.2  0.0  35.0  

2 身体拘束を行わざるを得ない場合の手続ができる 84.5  73.9  73.8  70.2  64.5  56.6  52.4  64.1  41.8  46.5  44.7  48.1  55.1  54.3  48.6  42.3  61.1  22.2  36.4  33.3  

6.終末期ケア 
1 終末期の利用者や家族の状況を把握できる 67.8  50.7  55.7  49.6  43.4  34.9  37.5  40.3  36.4  33.7  27.7  32.1  42.9  25.7  33.3  30.8  44.4  27.8  9.1  12.5  

2 終末期に医療機関または医療職との連携ができる 81.4  63.4  55.7  52.0  48.6  42.2  39.1  50.6  36.9  35.3  29.8  37.7  36.7  28.6  28.2  38.5  52.9  38.9  36.4  18.8  

Ⅲ.地域包括ケア
システム＆リー
ダーシップ 

1.地域包括ケア
システム 

1 地域内の社会資源との情報共有 82.9  68.4  88.5  83.6  81.4  81.0  85.3  78.8  81.5  76.0  54.2  85.7  83.3  70.6  60.0  63.6  83.3  55.6  50.0  66.7  

2 地域内の社会資源との業務協力 82.9  71.1  92.7  86.3  74.6  78.6  91.2  78.8  85.2  86.0  70.8  85.7  83.3  70.6  66.7  63.6  80.0  66.7  37.5  66.7  

3 地域内の関係職種との交流 85.7  63.2  89.6  84.9  86.4  81.0  88.2  72.7  81.5  84.0  62.5  85.7  70.8  58.8  60.0  72.7  83.3  66.7  37.5  50.0  

4 地域包括ケアの管理業務 88.6  86.8  94.8  93.2  93.2  90.5  100.0  93.9  85.2  92.0  91.3  92.9  100.0  81.3  80.0  90.0  83.3  100.0  71.4  66.7  

2.リーダーシッ
プ 

1 現場で適切な技術指導ができる 83.3  57.9  68.0  65.8  59.3  52.4  51.4  48.5  46.4  46.0  40.0  39.3  37.5  23.5  31.3  33.3  66.7  11.1  0.0  50.0  

2 部下の業務支援を適切に行っている 75.0  52.6  75.0  65.8  57.6  64.3  57.1  54.5  50.0  54.0  48.0  50.0  29.2  29.4  33.3  50.0  66.7  11.1  37.5  50.0  

3 評価者として適切に評価できる 94.4  63.2  85.3  74.3  71.2  69.0  77.1  69.7  75.0  63.3  58.3  53.6  54.2  50.0  60.0  58.3  83.3  33.3  28.6  50.0  

該当人数 97 99 213 157 126 91 70 88 76 103 53 59 53 39 42 29 20 19 13 21 

出典：平成２９年度老健事業「ＯＪＴを通じた介護職員の人材育成に関する調査研究事業」報告書（一般社団法人シルバーサービス振興会） 
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期首評価分析（介護福祉士） 

■項目毎経験年数別 できていない率         10%～19%    20%～29％    30%～39％    40%～49％    50%以上                        

評価項目 経験年数 

大項目 中項目 小項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 

Ⅰ.基本介護技術
の評価 

1.入浴介助 

1 入浴前の確認ができる 12.1  9.5  8.1  7.9  6.8  5.3  5.3  7.6  5.0  5.4  4.4  4.8  3.8  4.1  3.1  2.5  2.1  0.0  1.5  3.1  

2 衣服の着脱ができる 19.0  10.7  5.1  7.6  8.0  10.2  4.7  6.5  6.0  6.3  5.9  4.5  5.2  7.0  5.6  5.7  1.0  3.0  4.3  2.1  

3 洗体ができる 21.6  12.5  11.0  9.5  8.5  8.0  5.9  10.0  5.7  6.2  5.1  7.6  5.9  5.3  5.3  3.8  3.1  5.9  2.9  1.0  

4 清拭ができる 33.3  24.0  18.7  13.2  14.9  9.4  9.8  13.2  8.7  8.8  8.1  7.3  7.0  6.6  6.7  6.3  1.0  3.0  2.9  5.3  

2.食事介助 

1 食事前の準備を行うことができる 17.2  8.7  8.8  8.3  6.8  5.8  5.0  8.8  7.4  5.4  5.8  6.2  4.2  4.9  6.6  6.3  1.0  3.0  1.4  2.1  

2 食事介助ができる 22.4  13.5  11.8  12.4  10.0  11.9  8.9  10.3  12.1  11.2  6.6  7.6  7.0  7.8  8.8  5.0  5.1  8.0  5.8  2.1  

3 口腔ケアができる 19.8  10.6  10.3  12.0  12.2  8.3  8.8  11.7  7.4  9.8  6.6  7.3  6.3  5.8  9.1  3.1  3.1  6.1  5.8  3.2  

3.排泄介助 

1 排泄の準備を行うことができる 9.5  6.7  4.4  5.4  6.4  4.2  3.2  4.4  4.4  3.6  3.3  4.5  3.5  2.9  3.2  3.1  2.0  2.0  4.3  0.0  

2 トイレ（ポータブルトイレ）での排泄介助ができる 22.4  16.3  12.5  10.9  12.5  10.0  7.4  9.7  7.7  9.4  7.3  7.9  7.3  7.8  7.0  6.9  3.1  6.0  4.3  3.2  

3 おむつ交換を行うことができる 21.7  16.3  12.6  10.5  10.0  6.4  5.3  9.1  6.4  7.9  6.2  6.8  4.9  4.9  6.7  3.8  2.0  4.0  4.4  0.0  

4.移乗・移動・
体位変換 

1 起居の介助ができる 15.5  13.5  9.6  10.5  8.8  7.2  6.8  7.0  3.7  6.1  4.8  5.4  5.2  2.5  3.1  3.1  1.0  1.0  2.9  1.1  

2 一部介助が必要な利用者の車いすへの移乗ができる 26.7  23.1  18.4  14.5  12.6  10.5  8.9  13.5  10.1  8.8  8.8  9.9  9.1  9.0  7.7  6.3  8.2  7.0  5.9  3.2  

3 全介助が必要な利用者の車いすへの移乗ができる 27.0  24.0  19.3  16.1  15.0  13.1  12.1  12.9  11.7  9.5  11.0  11.9  10.4  10.7  8.0  8.8  5.1  13.0  6.0  3.2  

4 杖歩行の介助ができる 31.9  26.9  14.8  16.0  14.9  12.1  9.5  10.4  8.8  12.3  6.3  10.3  5.9  7.9  10.9  8.9  9.4  5.2  4.5  7.4  

5 体位変換ができる 22.6  18.4  13.5  10.9  10.6  10.3  7.7  8.2  5.7  8.3  6.3  7.1  4.6  5.3  6.3  5.0  7.1  4.0  3.0  1.1  

5.状況の変化に
応じた対応 

1 咳やむせこみに対応ができる 33.7  17.8  13.5  15.0  11.8  11.6  7.5  8.8  8.5  5.5  8.4  7.9  4.5  4.8  9.1  3.3  1.1  3.2  1.7  1.1  

2 便・尿の異常に対応ができる 43.8  43.3  18.2  20.9  14.3  16.4  12.9  12.7  9.3  11.3  9.5  10.7  8.0  10.1  10.3  6.0  3.3  8.6  6.7  2.2  

3 皮膚の異常に対応ができる 41.7  35.6  22.5  19.7  20.2  17.6  15.5  14.1  7.5  12.6  11.8  11.9  8.4  10.5  13.6  6.0  4.3  9.7  5.0  3.3  

4 認知症の方がいつもと違う行動を行った場合に対応できる 53.1  44.9  31.8  32.1  25.9  27.7  21.5  19.9  16.5  19.1  19.8  19.7  16.5  16.6  18.6  12.0  8.6  10.9  8.3  16.5  

Ⅱ.利用者視点で
の評価 

1.利用者家族と
のコミュニケー
ション 

1 相談・苦情対応ができる 68.0  65.2  44.0  38.7  31.3  28.9  29.1  27.1  26.7  24.9  20.5  17.9  24.0  15.7  18.1  10.1  13.0  11.8  11.5  14.0  

2 利用者特性に応じたコミュニケーションができ
る 

30.9  25.8  21.6  16.9  13.9  14.0  13.0  10.2  9.6  11.3  8.8  8.1  8.4  7.4  11.4  6.8  3.2  5.3  4.9  7.5  

2.介護過程の展
開 

1 利用者に関する情報を収集できる 36.0  23.3  20.2  19.7  15.4  13.1  13.2  13.2  12.1  10.2  8.6  6.1  8.3  11.0  8.1  5.1  6.8  11.1  7.1  6.7  

2 個別介護計画を立案できる 70.3  57.5  42.9  52.0  47.4  38.2  37.0  35.7  30.9  31.2  24.1  22.3  23.7  24.5  23.6  13.2  17.0  20.2  12.5  27.8  

3 個別介護計画に基づく支援の実践・モニタリングができる 62.2  47.9  37.0  40.2  35.6  32.0  32.3  26.4  23.3  27.2  18.5  18.3  18.3  20.6  18.1  11.0  21.6  18.0  12.5  18.9  

4 個別介護計画の評価ができる 63.5  52.1  37.8  51.3  43.4  35.6  35.3  31.1  28.6  31.0  22.5  21.5  24.4  23.4  20.5  13.3  21.6  21.3  17.9  25.6  

3.感染症対策・
衛生管理 

1 感染症予防対策ができる 33.0  32.2  24.8  19.5  16.7  14.0  13.7  11.4  10.0  13.3  7.7  7.8  8.5  10.0  10.3  9.5  7.5  2.2  5.1  7.5  

2 感染症発生時に対応できる 55.7  48.9  34.9  28.4  25.1  23.0  20.5  19.3  10.7  14.7  12.3  13.4  12.3  15.3  13.4  7.6  9.7  6.5  3.4  16.1  

4.事故発生防止 

1 ヒヤリハットの視点を持っている 28.1  22.2  21.8  19.0  12.7  9.7  12.1  9.2  10.1  8.8  8.0  8.1  11.8  10.0  7.7  4.7  4.3  6.4  5.0  5.4  

2 事故発生時の対応ができる 47.4  34.4  19.3  23.6  17.3  16.2  12.8  11.5  10.4  10.3  9.2  10.6  9.6  9.5  8.9  6.1  9.7  8.5  6.8  7.5  

3 事故報告書を作成できる 32.1  32.9  15.7  20.3  16.0  12.7  13.0  13.5  10.1  12.2  10.8  11.6  13.2  11.0  10.0  6.6  9.1  8.9  14.3  8.8  

5.身体拘束廃止 
1 身体拘束廃止に向けた対応ができる 59.7  49.3  35.1  34.8  24.8  22.7  25.0  24.1  14.9  23.6  14.3  15.6  18.2  18.8  17.1  11.1  11.4  11.5  9.1  17.6  

2 身体拘束を行わざるを得ない場合の手続ができる 78.9  77.5  67.4  66.0  55.0  52.3  53.9  51.9  40.5  46.3  39.4  33.8  35.8  34.8  35.9  27.1  30.7  28.9  25.5  27.5  

6.終末期ケア 
1 終末期の利用者や家族の状況を把握できる 65.3  62.5  39.8  43.3  36.5  34.0  34.5  33.3  31.5  27.9  25.8  25.1  23.8  27.2  26.0  18.3  24.1  17.4  9.3  22.2  

2 終末期に医療機関または医療職との連携ができる 75.0  69.0  43.0  52.9  42.8  45.8  37.5  39.2  35.0  34.7  27.0  30.9  25.4  32.8  33.1  25.8  26.7  24.4  22.2  24.4  

Ⅲ.地域包括ケア
システム＆リー
ダーシップ 

1.地域包括ケア
システム 

1 地域内の社会資源との情報共有 81.8  84.5  76.3  71.2  69.2  64.5  66.0  60.6  65.3  60.6  54.3  50.0  47.6  45.6  51.4  42.1  47.9  41.8  48.9  44.3  

2 地域内の社会資源との業務協力 84.8  86.2  80.0  71.7  72.6  70.5  71.0  68.8  70.9  66.0  58.9  57.3  54.8  53.3  56.1  45.8  46.6  49.3  55.3  44.3  

3 地域内の関係職種との交流 81.8  86.2  77.5  67.8  70.2  67.1  63.7  64.7  65.3  59.5  58.4  52.8  49.5  46.4  51.6  42.6  52.1  49.3  44.7  41.8  

4 地域包括ケアの管理業務 93.8  96.6  92.4  89.5  86.1  79.6  87.4  82.3  80.8  74.9  78.7  73.1  68.1  67.2  69.8  59.8  62.0  73.0  61.7  60.0  

2.リーダーシッ
プ 

1 現場で適切な技術指導ができる 83.3  77.6  58.8  51.0  45.7  36.2  40.3  35.9  32.0  30.4  27.6  25.4  21.6  30.1  22.1  20.2  17.3  20.6  20.8  25.0  

2 部下の業務支援を適切に行っている 86.4  79.3  54.3  49.7  47.8  40.0  40.1  39.5  35.3  33.8  30.2  30.2  26.4  34.1  25.8  22.0  13.3  19.1  25.0  27.5  

3 評価者として適切に評価できる 86.2  80.7  70.9  67.7  60.1  50.2  53.3  52.7  46.0  44.4  38.6  36.7  32.5  38.1  31.0  23.9  26.7  22.7  27.1  35.0  

該当人数 116 105 136 278 411 361 339 341 299 521 273 355 287 244 286 158 97 101 68 96 

出典：平成２９年度老健事業「ＯＪＴを通じた介護職員の人材育成に関する調査研究事業」報告書（一般社団法人シルバーサービス振興会） 
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【取組事例③ 自治体】 
 

武蔵野市における 
人材の確保と育成に向けた取組事例の紹介 

 

 
 

「武蔵野市地域包括ケア人材育成センター」の創設 
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武蔵野市第３期健康福祉総合計画における 
重点的取組み 「人材の確保と育成に向けた取組み」 

武蔵野市地域包括ケア人材育成センターの４つの機能 
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